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相対位置評価法によるAHPを用いた観光地における

住民満足度と生活重要度に関する研究

国際学群 大谷 健太郎

要旨

観光政策の目標を､地域住民を包含した国民厚生の向 Lとする場合､優位性が高い観光資源

を多数有し､観光を主要産業とした地域では､観光が与える影響に特化した住民意向のみでは

なく地域生活全体からの住民意向を評価指標とすることが有効であると考えられる｡住民満足

度は観光満足度と経済的､社会基盤および施設､医療福祉､教育､文化などに関する満足度の

総合指標と考えられる｡

そこで､本研究では､観光振興の成果指標としての生活に関する住民満足度を構成する分野

別重要度を把握 し､観光地における地域住民満足度の重要性を明らかにする｡事例研究として､

沖縄県石垣島における住民意向調査の結果を利用し､全体的な生活満足度および重要度という

政策評価の基礎資料を得ることを目的としているO

本稿は､アンケー ト回答者の負担軽減を目的とした満足度実数記入および相対位置評価法に

よるAHPによって重要度と総合満足度の算出を試み､総合的な満足度に観光が与える影響な

ど､今後の研究に発展させる理論の導入部分および基礎的考察に位置付けられる｡

ResidentSatisfactionandImportanceDegree
inTourism DestinationbyRelativePosition

MeasurementApproachinAHP

KentaroOTANI

ABSTRACT

ThepurposeofthispaperistomeasuretheresidentsatisfactionandImportance

degreeasoutcomeoftourlSm policylmplementatlon.Inordertoachievethepurpose,

weconsidertheinitialImportanceOfdefiningthelocalresidentsatisfactlOninthe

tourism destination,whlChwedoforacasestudyinlshigakiisland.

WeattempttocalculatetheimportancedegreeandtheintegratedsatlSfactionby

therelatlVepositionmeasurementapproachinAHP,andconsidertheImpactOftour-

ism onthelatter.Thispaperformsthetheoreticalbasiswhichwehopetodevelop

furtherinournextstudy.
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1 はじめに

観光は､主体である観光者の期待に対して満足を与え､観光者の消費による域際効果から地

域は経済効果を得ることができる｡このことは､観光する側と受け入れる地域側､すなわちホ

ス トとゲス トの関係が必然的に生じることを意味している｡

観光者は､観光することによって ｢楽しかった｣｢感動 した｣などの主観的な満足を得るが､

受け入れる側の地域はどのような満足を得るのであろうか｡地域は､観光消費による経済効果

や生きがいづくり､来訪者増大による魅力の再認識などの社会効果を得ることができるが､結

果的には地域住民の生活満足度に帰着するものである｡

岡庭 (1969)によると､観光政策の目標は①国際観光による国際収支の改善､②国民厚生の

目的､③観光事業の振興という三本の柱に分かれると述べているが､3つの目標はそれぞれの

矛盾を有すると指摘 しているrl)｡たとえば､国際収支の改善では一国の旅行収支の黒字は他

国の赤字を意味し､国民厚生の目的は､観光政策の優先が住民の生活を悪化させることを正当

化する可能性があることなどである｡ここで､｢国民｣のなかに観光者のみならず住民が含ま

れていなければならない｡国民厚生を向上させることは住民の厚生､すなわち生活満足度の向

上を包含とすることは明白であり､その評価基準の軸は住民意向や意見､意識である｡

観光に対する住民意向は､地域における観光のあり方や将来像､観光による地域住民生活へ

のインパク ト､その影響に対する意識などであり､観光政策立案に関する有益な情報である｡

地域における観光に対する評価は､観光そのものに対する評価と観光を包含した生活全体の評

価に大別することができる｡前者は観光の影響に重点をおいた調査であり､住民意識から地域

における観光の成否を問い､今後の方向性や住民生活水準の低下が生じないように政策を講じ

る基礎資料 となるものである(2)｡後者は生活満足度調査であるが､観光調査ではなく ･般的

な地域調査に位置付けられ､自治体などによって調査が行われている0

観光政策の目標を､地域住民を包含 した国民厚生の向上とする場合､優位性が高い観光資源

を多数有し､観光を主要産業とした地域では､観光が与える影響に特化した住民意向ではなく

地域生活全体からの住民意向を評価指標 とすることが有効であると考えられる…o住民満足

度は観光に関する満足度と経済的､基盤および施設､医療福祉､教育､文化などに関する満足

度の総合指標と考えられる 4̀)｡

そこで､本研究では､観光振興の成果指標としての生活に関する住民満足度を構成する分野

別重要度を把握 し､観光地における地域住民満足度の重要性を明らかにするo生活分野別墓要

度は､住民満足度を構成するウェイ トであり､重視する分野間の相対的な大きさである｡重視

する分野における改善度が高ければ満足度は相対的に大きくなり､重点的改善施策の立案に大

きく貢献する指標であるQ

事例研究として､沖縄県石垣島における住民意向調査の結果を利用し､全体的な生活満足度

および重要度という政策評価の基礎資料を得ることを目的としている｡｢観光｣による住民生

活の向 L (低下)ではなく､日常的な生活から感 じる満足度および重要度を意識 している｡こ

れは､観光による直接的な影響や生活の変化を把握する方法に対 して､総合的な見地からのア

プローチであるO観光に関する特定の影響を把握することも重要であるが川､本稿では､ア

ンケー ト回答者の負担軽減を目的とした満足度実数記入および相対位置評価法によるAHPに
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よって重要度と総合満足度の算出を試み､総合的な満足度に観光が与える影響など､今後の研

究に発展させる理論の導入部分および基礎的考察に位置付けられるものである｡

以下では､観光政策の目標を整理 し､観光政策の評価に対する基本的な考え方を論 じる｡そ

の後､石垣島の事例を用いて住民満足度に関する分析を行 う｡

2 観光政策の目標と総合政策

2.1 観光政策の目標

観光政策の目標は､究極的には ｢社会的厚生の増大｣であるが､観光政策の内容は､国レベ

ルから地域､市町村 レベルの対象によって異なる｡国レベルでは､外貨獲得や文化向上の目的

を中心とした国際観光の発展､地域 レベルではより地域経済の発展に重点が置かれている (秦

良 (1998))｡地域観光政策は､観光を地域振興の手段として利用することが前提であり､観光

による経済効果を中心として環境や交通､地域住民の生活の質 (QualityofLife:QOL)の

向上などに関する一連の政策､すなわち観光事業の諸施策の総体である｡

観光政策の内容は､観光客の誘客､観光地の開発､観光資源の保全､観光産業 (企業)の振

興を総合的に推進するものであり､誘客を中心とした観光客からの視点である観光戦略計画と

地域住民の視点から生活の質向上を目的とした公共政策が含まれる｡前者は､観光マーケテイ

ングの手法であり､後者は公共政策学および政策科学の手法である｡

2.2 総合政策の必要性

政策の段階を大きく分けると､観光からの便益を

享受し､観光地成立の前提となる観光客の誘致から

消費を誘導するシステムづくりとなるが､その便益

を地域住民が享受 し､生活の質を向上させる総合政

策に発展させる必要がある (図 1)o

図 1における観光資源は､観光客を誘致し消費を

誘導する素材であり､開発や保全､創出によって魅

力を持つものであるo経済の循環の段階は､地域に

投下された資金をどのようにして地域の中で循環さ

J■I~~IIく-1 的it正P:業 l→
′---̀~-ヽ

く｢ _!軍一望華 _l→
図 1 総合政策としての観光政策

せるのかということが目的となり､自給率や他産業

との結びつき､住民の所得などの改善が主な内容となる｡このとき､観光による効果は最終的

に地域住民に帰着するので､観光政策は地域における住民生活を包含 した総合政策に高める必

要があり､観光振興の最終目的と認識することが重要である｡

2.3 観光政策に関する評価の考え方

ハワイにおいては､長期観光計画に関する取 り組みの成果と観光産業の健全性の観点から､

地域における観光の成果指標を ｢居住者意見｣｢税収入｣｢観光消費額｣｢観光客満足度｣の4

つとしている(h)0 4指標の重要度は明確に提示されていないが､｢成果の測定｣は図2のよう

に表される0
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戦略計画の成功度に関するいずれかの

指標の向上を成果とするのではなく､総

合的な達成度から捉えている｡総合政策

の観点からは図 1におけるフローと合致

してお り､誘客の観点から観光の経済的

効果､地域における財源としての持続可

能性､住民の生活の質向上である｡

図2 ハワイにおける観光の成果指標

出所 :StateofHawail(2005a)､p.10から引用作成｡
計画の成果を複数の基準から捉える場

合､どの指標を重視するのかという評価基準の重要度の把握が必要である｡図2では､意思決

定者のウェイ トが4つの指標に同一･にかかっている｡政策の事後評価から考えれば､評価主体

である地域 (この場合は州政府)のウェイ トを採用するべきであるが､その際､企業や地域住

民の意向を考慮し､複数の主体のウェイ トを参考とする方法も考えられる｡ しかし､観光政策

の場合､｢量｣に関する指標は強い相関を持っていると考えられるので､居住者の意見および

観光客満足度を同一の水準で扱 うのではなく､居住者が持つ観光に対する意向から指標の達成

度を判断するべきである｡

また､堀 (2008)において述べられているように､島喚地域などは観光客の滞在と住民の生

活が多く重なり合 うので､住民満足度の低下が観光客に与える影響は大きい｡たとえば､住民

が医療分野に関して不安を持ち満足度の低い地域であれば､観光および観光客の満足度にもマ

イナスの影響を与えることになる｡観光客の許容量と経済的効果のバランス､日常tト.活におけ

る要望など､最終的に観光を評価する基準は地域および住民が持つべきであり､観光に対する

意向と総合的な生活潤足度が評価基準となるべきである｡

2.4 満足度評価の方法

ある対象における満足度は､アンケー ト調査によって満足系の回答比率を満足度とする方法

が一般的である｡たとえば､地域住民であれば､個別分野ごとに ｢満足 している｣｢大変満足

している｣などの順序尺度を利用し､間隔尺度とみなした満足系の比率が住民満足度である｡

間隔尺度であれば項目を得点化し満足度とすることも可能である｡

一方で､生活環境の ｢充足度｣という視点からは､0から100の実数を表明してもらい､得

点によって満足度を評価することも考えられる｡たとえば､林他 (2004)の研究では､住民の

QOL (QualityofLife)を評価するために充足度として実数を把握 し､現状の満足度として

いる 7̀'｡

尺度による満足度や実数を表明してもらう充足度の考え方では､回答者である地域住民の主

観に依存することに加えて､住民は ｢希望が満たされるとさらに大きな希望を持つ｣ことから

｢希望が満たされると満足度の向上が逓減する｣というトレッドミル効果が働くことによって

常に低い満足度を表明する可能性がある｡ しかし､満足度は､回答者の主観を積極的に数値化

し､人々の直観を把握することが重要であるので､これらの性質に常に注意を払い認識するこ

とが必要であるO

総合的な満足度を評価するためには､項目ごとの重要度 (ウェイ ト)を導入することが必要

となる｡生活における満足度を評価する場合､個別分野の重要度が顕在化 していないと､すべ
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て均等な重みを持っていると仮定することになり､現実的な地域住民の評価とは乗離すること

になる｡また､順序尺度による項目ごとの重要度の表明では､主観的評価や将来の存在価値に

期待するオプションバ リューなどの問題によって過大評価 されることが多い (有馬 ･川向

(2006))0

HPはT.L.Saatyによって提案された一対比較による相対評価手法であり(h)､評価項目にお

いて何を重視 しているのかを明らかにすることが可能である｡

次では､AHPの概要を述べるとともに､一対比較法の問題点と改善方法について概観する｡

3 AHPにおける相対評価法と相対位置評価法

3.1AHPの概要

AHPは階層分析法と呼ばれ､政策や意思決定における多目的性から生じる目的間および価

値の トレー ドオフを科学的に意思決定システムに取 り込む分析手法である｡社会全体から考え

れば､政策の目的関数は多数存在するが､その目的関数の優先順位を人間の主観的判断を利用

して明らかにするものである｡AHPは､購入する車種選択や就職する会社選びなど個人的な

意思決定から､｢評価にあたって何を重視するのか｣という人事評価や政策評価における評価

項目の重要度算出まで幅広い分野で適用されている｡

AHPの分析手法を高橋 (2000)に従って､簡潔に整理したい｡AHPの基本的特徴は､｢一

対比較に基づいて評価を行 うこと､その解析法に主固有ベク トルを用いること､またその評価

構造を階層構造として捉える点にある｣ (高橋 (2000)､

p.ll)と簡潔にまとめることができる｡たとえば､政策評

価の事例を考えて代替案 AIA2A3と評価基準 C1C2が存

在していることを仮定し､その場合の階層構造は図3のよ

うに示される｡

ここで､CIC2のどちらが重要かということを一対比較

によって明らかにする｡C1を C2より ｢重視する｣とし､

評価の大きさを2と仮定するとC12-2が得られ､それぞ

れの評価項目の評価値を行列の形にまとめると比較行列A

が得られるo

図3 階層構造

A - l l;2 :] (1,

また､評価基準 C1のもとで代替案を比較すると､｢AlはA2より良い｣｢AlはA3より良い｣

｢A3はA2より良い｣という -対比較の結果が得られたとすると､(2)のような比較行列が得

られる｡

129



大 谷 健太郎

2

2

/

l

■

-1

2

1

2

2

2

1

/

/

l

1

L

=
｣ (2)

AHPは､このような一対比較値からなる比較行列Aから各対象の個別評価値をAの最大固有

値に対する固有ベク トルの成分によって評価値を求めるものである｡方法的には､各行の幾何

平均を求め､各評価項目の幾何平均合計との比率によって重要度 (ウェイ ト)を算出する幾何

平均法を用いる｡また､上記の例では評価の大きさを2と仮定したが､一般的には1から9ま

での整数値およびその逆数を用いて一･対評価される.

3.2 アンケー トにおける相対評価法の問題点

上記の例では評価基準が 2つ､代替案が3つであったが､実際の多目的評価においては多数

設定することが考えられる｡各評価基準間および各評価基準における代替案の評価を ･対比較

する必要があることから､項目が増加するほど被対象者の負担は大きいものとなる｡個人的な

意思決定にAHPを利用する場合は個人の負担が増加するだけであるが､社会調査における住

民の意識調査や組織における人事評価の場合は､評価負担の増大は回答率や整合性の低 下せ 生

じさせる可能性があるO評価負担の増大は､アンケー トにおけるAHPの実用性が低下してい

る要因である｡

そこで､盛 ･鈴木 (1999)は､評価基準を直線上の位置で一対比較を行 う分析手法を提案し､

アンケー トにおける回答者の負担軽減と分析手法の信頼性を証明している｡

3.3 相対位置評価法の概要と分析手法

回答者が評価基準の評価を行 う手順としては､各評価基準を順位付けた後に各基準における

重要度を相互に比較することで最終的な重要度を決定することが考えられる｡盛 ･鈴木

(1999)は､このような回答者の意識構造を想定し､直線上に評価基準の位置すなわち順位を

直接記入させ､重要度を算出する相対位置評価法をモデル化 している｡盛 ･鈴木 (1999)にし

たがって､評価における順位の位置データの扱い方を簡潔にまとめると図4のようになるO

β位(C2) α位(C.) 1位(C,∫)

図4 位置データによって表された評価の情報

出所 :盛 ･鈴木 (1999)､p.130から引用作成｡
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順付α位の評価基準 CTと順位β位の評価基準Cfとの位置比較評価値DLa,Hは､

Dta,p-(d;-d,B) (3)

で表されるような位置データの差で求めることができる｡また､同順位の評価基準がある場合､

(3)式は0になってしまうので､位置評価値はすべてに 1を加えた数値とし､一対比較におけ

る ｢同じくらい重要｣を表す 1という評価尺度と同様のものとする｡最終的な位置比較評価値

Pりは (4)式から (6)式で計測されるものとする｡

D.aJB>0,p ll-DlaJB+1
1

DZa,è 0･P7L -節

Dt'llB-0,p ll -1

4

5

6

この位置評価値をもとに､比較行列にみたてた位置比較行列を作成 し､幾何平均法を利用 し

たAHPを行えばよいのである｡

4 石垣島における事例研究

4.1 調査概要とサンプル特性

2008年における石垣市住民意向調査の目的は､地域の問題や観光開発に対する評価､観光振

興の方向性など現状における政策課題を抽出し､今後の石垣島における望ましい観光開発や地

域振興のあり方を明示することである｡石垣島住民意向調査における設問は､望ま しい産業振

興策から生活満足度､交通などの9の設問と広範にわたる｡

表 1に石垣市における調査設計の概要および石垣市の基礎指標を示す｡

表 1 調査概要

1対象地域

2明壬の対象

3棟木の抽出方法

4排本数

サンプリング誤差

回答率､信頼度

5.配布数

日棚回収率

6調査方法

7調査実施日

8明壬実施体

9E)収結果

沖縄県石垣市

対象地域の世帯主

層化二段無作為抽出法

(字別人ロウェイ トによる振分)

377票
5%

(50%､1_96)

647票

715% (最低回収率583%)

調査票による個別面接法

および留置法の併用

平成20年9月8日 (月)

から9月12日 (金)

名桜大学 ･横浜商科大学生 (約34名)

有効491票 (回収率759%)

ー 1 3 1

表2 石垣市における基礎指標

人口 47,522

世帯数 20.491

入込み観光客数 783

観光収入 527

市内純生産 889

道路実延長 2.12

-人あたり所得 217

病院数 55

病味数 120

刑法犯罪認知数 151件数/人口1万

7

7

6

5

7

7

6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2

2

2

2

2

2

2

出所 ｢統計いLがき｣平成19年版より作成｡
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有効回収票491票は必要サンプル数377票を上回り､本調査は統計的に有効となった｡次に､

回答者の特性である性別､年齢､職業に関する属性別比率は図5､6､7のようになる｡

図5 属性 :性別 図6 属性 :年齢

職業

①農漁業 7.8一ー

②自営業課 ◎一般会社員版 ①公朽昌.団体准員①主婦 8.4,il20.7%

l

4_8%

12.0%

43も

⑦その他 0 Il21L9%% 20% 40%

図7 属性 :職業

4.2 満足度と重要度

住民意向調査における問3では､｢あなたは､次の生活における改善必要分野について､ど

のように考えていますか｡｢例｣に従って5つの分野の相対的な重要度を目盛 り上に記入 して

下さい｡また､生活においてあなたが感 じる満足度 (充足度)を､分野ごとに0から100点の間

で記入 して下さい｡｣という生活満足度および分野別順位位置比較に関する質問を設定 した｡

実際のアンケー ト設問部分を図6に示す｡

生活満足度は､抽出した重要度を5つの分野ごとの得点に掛けあわせた合計得点100点満点

を総合満足度とする｡分野別満足度を各分野100点滴点に基準化 し､その平均と総合満足度が

等 しいように表 している｡表 3に分野別重要度および総合満足度を示す｡

石垣島における住民は､ウェイ トが0.25である医療福祉分野を最も重視 していることがわか

り､経済的分野も0.24と同様に重視 していることがわかった｡重み係数は､5つの評価基準が

すべて同じ評価を得た場合のウェイ ト0.2を基準として算出される数値である｡重み係数は､

多基準分析や費用便益分析における重要度や修正係数と同義であり､たとえば医療福祉であれ

ば基準から考えると1.3倍の ｢価値を持つ｣と評価されることとなる｡これらのウェイ トから

石垣市は､医療への不安解消と福祉施設充実に関する施策を重点的に取り組むべきことが示唆
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され､満足度の観点からは社会基盤整備を推進するべきという結果が得られた｡

く問い3> (生活における改善必要 分野と涌足虐)一.

次 に生活環頓 とその満足度 についてお尋 ねします.あなT=は.決 の生活 =おける改善必 要.分野 l=つい

て､どのように考えていますか.｢側｣には つて 三つ0)分野 0)相対的な重要度を目盛り上 に喜己入して下 さい..

また.生活 =おいてあなf=が感 じる治定度 (充足度)を､分野 ことl=Oから 100点 のFE罰で喜己入 して

下 さい.(側 :手士会碁盤分野 6主点)

一_｣ 堅 ､ <Ju JI> LIでも`_

≡ l T 一一 ●ー l l l lrl で あ る

l l F l l l l l J l l

l l l l l l l l l l l<ji野番号 > <j)野 o)内容 >.. lrigj
①手土会基盤勇野 (交通.上下水道な ど)_I ;1.寺土会碁盤分野 ., A -.≡

②ほミ斉的分野 (所 乱 雇用､jE兼 な ど) . …2.ほ清的分野.. 点 一.:

③医療 福祉分野 (病 院数L福+lJ厚生施設､老人旗 詮など)r言3.tE虎福祉分野 -, A -.;

㊥生活環gEji野 (犯罪空L コミ処理､景y?など) _. ≡4.生活 環境分野 .I ,5..,;

図8 生活満足度および重要度に関する設問 (配布版を一部改編)

表3 分野別重要度と総合満足度

的 医療福祉 生活環

ウェイト〝

重み係数

〝*満足度

0.15 0.24 0.25 0.18 0.19 1.00

0.8 1.1 1.3 0.9 0.9 1.0

429 59.8 63.4 52.1 53.6 54.4

4.3 属性からみた満足度と重要度

石垣市は市南部に居住地および市街地が集中し､北部には農地や自然が多いO住民意向や満

足度､重要度は石垣市における地域によって住民の意識は異なるはずである｡表4には石垣市

における大字を隣接地域で構成した地域別 (字別)重要度と満足度を示す｡

地域別重要度をみると､社会基盤分野については美崎町などの市街地地域において0.2と比

較的高く､医療福祉分野については登野城0.33や北部地域0.37が高い数値を示 している｡地域

別満足度では､社会基盤分野において登野城31.8や北部地域28.2と低く､経済的分野について

は石垣70.4､平得 ･真栄里74.1､大浜75.6など市街地地域において高い数値を示 しているO

このように､アンケー トによって簡易的に把握できる分野別重要度と総合満足度は､地域にお

ける住民の意向や問題点を明示し､重点的施策の立案に関する有益な基礎資料となる｡
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表4 地域別重要度と満足度

辛.地域 i土会基盤 穫浦的 医療福祉 生活環境 教育 票数 結合
〝 満足度 〝 満足度 〝 満足度 〝 満足度 肘 満足度

l 豊田城 O.ll 31.80 0.22 54_46 0.33 76.10 D_l8 50.88 0.16 41_39 88 50.9

2 大川 0.18 51.97 0.21 5lB7 0.21 55.95 0.20 51,30 ロ.20 51.88 31 52.6

3石垣 0.14 37.22 0.33 70.41 0.26 53_93 0.13 36_73 0.14 36_98 37 47.1

4 新川 0.13 38.42 0.22 54.18 0_23 65_73 0.l9 5l.88 0_23 62.18 87 54.5

美崎町5篭 訂八島町 0_20 62ー68 0,19 50,78 0_17 50_73 0.21 68.83 0.22 73.29 41 61.3

名蔵6 ;;;梢海 0.14 33.30 0.24 52_47 0.23 4l.53 0.l5 38.25 0.24 60_l2 1日 45.1

7 :;i 0.15 47.41 0.26 74.07 0.23 65_00 0.17 52.20 0.20 60.04 77 59.7
8 六÷丘 017 5018 027 7564 023 6084 015 4996 017 5614 3日 58.6

9 害悪 0.14 45.40 0.25 63.92 0_24 59.90 0.19 59.12 0.19 5l.Og 36 55.9

桃里･o 軍 票 漂野底 0_12 28.20 0.19 42_41 0.37 89,28 0_18 52.06 0.14 37_71 10 49_9

4.4 満足度に観光が与える影響に関する試論

観光に対する具体的評価については大谷 ･仲村 (2008)において分析しているが､全体とし

ては ｢自然破壊が進み｣､｢将来構想がよくわからない｣という否定的な結果となった｡設問の

選択肢は ｢①たい-んよい状態｣｢②比較的よい状態｣｢③将来構想がよくわからない｣｢④ま

だ不十分だ｣｢⑤自然環境が破壊されている｣｢⑥反対だ｣で構成されていて､①と②が観光開

発に対して肯定派となり､(9と⑥が否定派と位置づけることが可能であろう｡

そこで､地域生活に関する満足度に観光開発に対する意向が与える影響について､満足度と

肯定および否定に関する意見のクロス分析を試みる (表 5)0

表 5 住民満足度と観光開発に対する意向の関係

満足度 0-19 20-39 40-59 60-79 80-100

観光開発に｢肯定｣ 0.0% 6.2% 14.6% 29.9% 33.3,i

表 5から､低い生活満足度を表明した住民は観光開発に対 して否定的であり､高い満足度を

示 した住民は観光開発に対 して肯定的であることがわかる｡これは､満足度と観光に対する意

向の関係を示唆しているものと考えられ､満足度が高い住民は観光開発に対する評価も高いと

いう結果となった｡
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5 おわりに

5.1 石垣島における住民満足度と生活重要度

相対位置評価法によるAHPは､アンケー ト回答者の負担軽減および満足度に関する設問以

外の質問内容とも組み合わせることが容易であり､観光に対する意向と住民満足度などを組み

合わせる調査に適 していることが確認された｡石垣島における世帯の全体平均からみた住民満

足度は54.4と決して高いとはいえない｡分野別生活重要度は､離島地域であることや医療施設

数から医療福祉分野が最も高くなったが､住民における重要度は観光客の重要度に関係 してい

ることを再認識する必要がある｡また､満足度も社会基盤分野および生活環境分野において相

対的に低い結果となったが､重要度 と同様に観光客が持つ不満 と共通 していることが考えられ

る｡

住民満足度と観光に対する意向の関係についても､試論ではあるが高い満足度を示 している

世帯はと観光に対する旨定度も高いという結果が得られた｡このことは､観光と地域生活の結

び付きの強さを表しているものであり､堀 (2008)のい う ｢RS-CS｣が成立することを意味

している(〕今後は､よりミクロ的な視点からの観光政策 目標 と評価に関わる理論の構築が必要

である｡

5.2 今後の課題と展開

ハワイにおける住民意向調査では､｢観光は問題より大きな便益をもたらすのか｣とい う質

問形式である｡入谷 ･仲村 (2008)においても､観光開発に対 して ｢良い (良い状態)｣｢悪い

(自然が破壊されているなど)｣という尺度によって評価を行っているOこのことは､観光地に

おいてはより詳細な観光インパク トに関する意向と数量的分析が必要なことを示唆している｡

観光政策の目標である地域住民の満足度向上について､社会指標 と満足度の関係など､理論の

さらなる精微化が必要である｡

また､観光に対する意向が住民満足度に与える影響については､クロス分析に加えて､相関

係数や数量化 I類､IT類､背後にある要因を明らかにする共分散構造分析など分析モデルを構

築 し､より詳細に検証する必要がある(⊂日｡観光政策評価における分析モデルの精微化を試み､

住民+.活の満足度向上を目的とした地域における観光開発および振興の政策立案方法について

の知見を得ることが今後の課題である｡

脚注

】〕岡庭 (1969)､pp.158-161を参照されたいoまた､観光政策目標の確立に関する基礎的な役割を果たし

た観光基本法の考え方については池 1二(1998)､p.220に簡潔に整推されているo

IJ'観光の影響に重点をおいた住民意向調査は多数存在するが､たとえば､TheHawal■1Tour･lSm

Authorlty(2007)､川根他 (2007)､佐々木 (2006)､十六銀行営業企画部 (2008)などがあげられるo

H堀 (2008)においても同様の見解が示されており､居住者満足 (residentssatlSfactlOn:RS)の向上

が顧客満足 (customerssatlSfactlOn:CS)の向上に繋がると述べられている｡また､本稿においては

23において詳しく論述する｡

仙 林他 (2004)におけるQOLは､｢経済活動機会｣｢生活サービス機会｣｢快適性｣｢安全･安心｣｢環境負

- 135-



大 谷 健太郎

荷低減性｣の5評価軸で定義されている｡

LID)石垣島における ｢観光｣そのものに関する住民意向については大谷 ･仲村 (2008)を参照されたい0

本縞においては､｢観光振興に対する評価｣のみ4.4において取りしげる｡

(lり作民満足度については2年毎のJf任者意見調査､地域における観光産業関連からの租税収入に関しては

税収入報告書､観光消費額および観光客満足度は毎年の調査から明らかにしている｡詳しくは､Stateor

Hawall(2005b)､pp.10-12を参照されたい｡

17)林他 (2004)の研究では､分野ごとの項目を構成する指標から理想債と最低限度の許容量を導き､そ

の数値の範囲から現状値を表明してもらう方式を採用 している｡このことによって､実数把捉の閃難件を

克服 しているOまた､10段階評価と100点満点方式の結果を比較検証することによって､結果類似性もか

ら明らかにしているo

fH'AHPの分析手法については､木 F編 (2000)に詳しい｡

川 '重要度とその他指標に関するクロス分析では印南 (2000)､住民意向に関する数量化理論については藤

居 (2000)､満足度の要因分析については河本 ･加賀屋 (2008)などが参考になるであろうo
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